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1. 情報通信業の分類
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2. 情報サービス産業の発展
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3. 情報サービス企業が東京に集中している要因

（１）企業経営の観点

顧客の集中

・発注者（主に大企業の本社）は東京に所在する

・顧客との密接なコミュニケーション（常駐対応を含む）が必要である

・地域の顧客・案件は限定的（インフラ、金融、公共分野が中心）

多重下請構造

・元請企業が東京に集中し、案件と人材も東京を中心に動いている

・高付加価値案件を受注する元請企業（大手Sier等）が東京に集中しており、
案件や人材も東京を中心に動いている

インフラの整備

・質・量ともに選択肢が豊富なオフィス環境が整っている

・交通アクセスが良好で業務効率が高い

・高速かつ大容量の通信環境

・（特にDCの立地について）需要に対応可能な電力供給

リモートの限界

・意思決定や主要プロジェクトは東京中心で進む

・通信環境の向上により遠隔地からの情報サービス提供が可能になり（地域と
東京の業務が双方向に展開）、案件・人材の密度が低い地域での情報サービ
ス産業の立地に負の影響（通信における「ストロー効果」）
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3. 情報サービス企業が東京に集中している要因

（２）IT人材確保の観点

人材供給の安定性
・高度教育・研究機関の存在により、採用効率が高い

・東京はグローバル人材の獲得にも優位

人材育成・研修機会の充実
・最新の情報や技術を効率的に学べる実践的な勉強機会が豊富

・人材育成・採用支援制度（例えばデジタル人材に特化等）が充実

ネットワークと情報交流

・高度・先端的なIT人材の集積が、高レベルIT人材を呼び込む「好循
環」の起点となっている

・他社との交流により、採用・育成・定着面で相乗効果が期待できる

人材獲得の競争力向上
・東京に拠点を置くことで企業ブランド向上につながる

・高報酬や柔軟な働き方を提示しやすい環境
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4. 東京一極集中に関する今後の見通し

今後、影響を与えるであろう要因

① ② ③

④ ⑤ ⑥
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一般社団法人 情報サービス産業協会
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